
強化委員会規程 
 

第１章  総 則 

 

（目 的） 

第１条  本規程は、一般社団法人日本肢体不自由者卓球協会（以下「本協会」という。）

定款第３７条に定める専門委員会として、強化委員会（以下「本委員会」という。）を設置

するにあたり、委員会の組織及び運営に必要な事項を定めることを目的とする。 

 

第２章  業 務 

 

（委員会の業務内容） 

第２条  本委員会が目的とする業務の内容は以下のとおりとする。 

 

１ 選手の強化に関する業務  

（１）中長期の強化計画の立案・実施 

（２）強化指定選手等の指導方法及び評価方法の調査及び研究  

（３）強化指定選手等の競技力の向上のための調査及び研究  

（４）国際競技大会に関する各種データ・情報（ライバル選手・ライバル国に関する 

データ、国際競技大会に関する情報など）の収集及び分析 

（５）国際大会の派遣及び強化指定選手等の合宿に関する計画の立案・実施 

（６）前各号に附随する業務  

２ 指導者の資質の向上に関する業務  

（１）指導力向上のための調査及び研究  

（２）指導者講習会の開催  

（３）前各号に附随する業務  

３ 前各項に附随する業務 

 

第３章 委 員 

 

（選 任） 

第３条   本委員会の委員は、本協会の理事、肢体不自由者卓球及び卓球の指導経験者並

びに学識経験者のうちから、本協会の理事会において選任する。 

 

２ 本委員会の委員の任期は１年とし、再任を妨げない。 

３ 委員は、任期満了後においても、後任者が就任するまで、なおその職務を行うも 

のとする。  

 

（委員長・副委員長） 

第４条  本委員会に委員長１名を置く。 

２ 委員長は、委員の中から、理事会で選任する。  

３ 委員長は、本委員会の議長となり、会務を総括する。 



４ 本委員会に２名以内の副委員長を置く。 

５ 副委員長は、本委員会の委員の互選により選任される。 

６ 副委員長は、委員長の職務執行を補佐し、委員長に事故あるときは、その職 

務を代行する。 

 

第４章 委員会 

 

（招集） 

第５条 本委員会は、委員長・副委員長及び委員をもって構成し、委員長が必要と認めた

場合に招集して、その議長となる。 

 

２ 委員長は、本委員会を招集しようとするときは、委員に対し、原則として、開催

日 

の１週間前までに、書面、ＦＡＸ又は電子メール等適宜の方法により、会議の日

時、 

場所及び議題その他必要な事項を通知しなければならない。ただし、委員全員の同 

意があれば、招集手続を省略することができる。 

 

（決議） 

第６条 本委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。  

 

２ 前項において、適時に的確な意見表明が相互にできる電話会議又はテレビ 会議等 

を利用することにより会議に出席することができる。  

３ 本委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決する。 

４ 本委員会は、原則として、非公開とする。  

５ 本委員会は、本協会の役員、他の専門委員会・特別委員会の委員、会員その他必

要 

な者を参考人として会議への出席を求め、資料の提供、意見の開陳、説明その他必 

要な協力を求めることができる。 

 

（議事録） 

第７条 本委員会の議事については、その経過の要領及びその結果を記載した議事録を作

成するものとする。  

２ 第１項の議事録には、委員長または出席した委員１名代表して記名押印するもの 

とする。  

３ 本委員会の議事録は非公開とする。 

 

第５章 規程の変更 

 

（規程の変更） 

第８条 本規程の改廃は、理事会の決議により行う。 

以上 



附則〔令和元年１０月２２日制定〕  

この規程は、令和元年１０月２２日から施行する。 

この規程は、令和４年３月２８日一部改訂、令和４年４月１日から施行とする。 


